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論 文 要 旨	 	 	 	 	 	  
 
 

所属ゼミ 浅川 研究会 学籍番号 81330930 氏名 中村匠吾 

（論文題名） 
グローバルイノベーションを促進する冗長性についての考察 
      ―海外子会社マネジメント観点から― 
（内容の要旨） 
	 グローバルイノベーションについては、Ghosal and Bartlett(1988) が学術的な観点から
体系的に説明している。このような学術的な研究の蓄積に加え、近年ではグローバルイノベ

ーションは数多くの企業が積極的に取り組む施策となっている。しかしながら、未だに多く

の課題が散見されており、こうした企業は課題の解決に注力しているのが現状である。本稿

では、このような課題の 1つである海外子会社間における役割の冗長性をいかに管理するか
という観点から、「構造的な穴」や「吸収能力」に関連する理論的仮説の検証を行なう。又、

海外子会社間のネットワークだけでなく、海外子会社マネジメントという観点では欠かせな

い本社と子会社間の関係性についても言及した上で検討をする。 
 
	 研究方法としては、演繹的な仮説検証型の手法を基本としながらも、現象から理論を構築

する帰納的な手法を取り入れる abductiveなアプローチに基づき、検証を進めている。演繹
的なアプローチに関しては、多国籍企業における 442 社の海外子会社を対象として統計的
分析を行い、理論的仮説の検証を行っている。帰納的なアプローチに関しては、海外進出に

積極的に取り組む機械系メーカー3社についてインタビュー調査を実施し、事例研究を行う
ことで、新たな理論構築を行っている。 
 
	 結論としては、統計的な分析においては以下の 4つの示唆が得られている。①冗長性は、
子会社の業績にネガティブな影響を与える。②吸収能力が蓄積されている場合、こうした影

響は緩和される。③自律性は、子会社の業績に対してポジティブな影響を与える。④吸収能

力が蓄積されている場合、自律性は業績に対してネガティブな影響を与える。 
事例研究においては、以下の２つの示唆が得られている。①本社の関与は、自律性及び冗長

性が業績に与えるポジティブな影響を助長する。②今日においても本社は、グローバルイノ

ベーションの促進に必要とされる感知・統合・活用という 3つの機能に参画している。 
 
 
 


